予算要求資料
平成２８年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業振興費　　　
	事業名　情報技術研究所情報指導費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　岐阜県情報技術研究所　　　　電話番号：058-379-3300（代）
　　　　　　　E-mail： c23111＠pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        2,264千円（前年度予算額：1,719千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,719
	0
	0
	8
	0
	0
	1,319
	0
	392

	要求額
	2,264
	0
	0
	3
	0
	0
	1,869
	0
	392

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　技術革新が進む中、高度化、複雑化する企業からの技術相談等に対応する

ため、情報技術を迅速かつ広範に収集するとともに、研究所の研究成果等を

ＰＲし、県内企業の技術力向上に寄与する。

また、開放試験室の設備機器を開放し、関係業界に利用の便を図る。

　
（２）事業内容
　　①情報収集費　　　  　202千円

・技術図書購入、講演会等参加費（旅費及び参加負担金）
②情報発信費　　　  　190千円

・年報・研究報告書の印刷及び発送経費
③開放機器運用経費　1,872千円
・試験機器開放に係る消耗品費及び光熱水費
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内中小企業の技術支援を行うため情報技術研究所にとって不可欠な事業である。

財源として、依頼試験や試験機器利用に係る歳入（手数料、機器使用料

<雑入>）を充当しており利用者にそれを還元する形で事業化している。

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	 11
	業務旅費11

	消耗品費
	1,793
	試験機器消耗品1,602、技術雑誌等購入費191

	印刷製本費
	180
	研究所年報、研究報告書印刷代180

	光熱水費
	　270
	試験室機器光熱水費270

	役務費
	　 10
	郵便代10

	合計
	  2,264
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・業界における製品開発等に伴う各種依頼試験や機器開放利用などに迅速に対応し、新製品開発や新技術に関する情報の収集及び的確な技術指導を通して中小企業の技術向上を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・地域企業等が必要に応じて試験を依頼し、又は開放試験室設置機器を利用していくものであり、当所において目標を設定し利用促進を働き掛けていくものではないため。


（前年度の取組）

	・企業からの試験依頼により、迅速に試験を行い結果を還元し、企業の技術開発に寄与した。
・開放試験室設置機器については、企業単独では整備できない試験機器等を各企業の技術担当者等に広く開放し、技術開発の一助となるよう努めた。
・企業訪問や企業からの相談に乗ることで技術指導を行った。

・依頼試験に使用する機器及び開放試験室設置機器を万全の状態で使用いただけるよう機器等の整備・維持管理に努めた。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　・依頼試験件数　　　　　　　　　　　　　７件

・開放試験室設置機器利用件数　　　　１５３件（１,９４９時間）
・技術相談件数　　　　　　　　　　　　２５件


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	本県の産業構造は、製造業の割合が県内総生産額の約４分の１が占め、全国的にも製造業の割合が高い。また、製造業のうち、約９９％を中小企業が占めている。中小企業では高価な機器を設置したり、多くの研究者を雇用することは難しく、安価に試験又は機器を利用でき、専門家である当所研究員が無料で相談を受けることで、企業がより効率的な研究開発を行うことができる当該事業は極めて必要性が高い。実際に、企業を訪問し意見等を伺う「企業ニーズ調査」において、当所において最新機器を設置し、安価で利用でき、相談を受ける当該事業への要望は多い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	平成２６年度においては、依頼試験件数：７件、開放試験室設置機器利用件数：１５３件（１,９４９時間）、技術相談件数：２５件と、多数の利用があった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	機器の効率的な運用が図られるよう依頼試験及び開放試験室設置機器の利用を受け付けている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
試験研究機関に対する中小企業からの技術支援のニーズは定常的にあり、予算削減を理由に断ることができない。

　また、機器の老朽化に伴い近年故障が頻発しており予算不足が続いている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
本事業に対しては、中小企業に対する技術支援として要望も多く、非常に高い期待が向けられていることから継続して取り組む必要がある。


